（＊競争的研究資金・民間団体等用）
委　託　契　約　書
  支出負担行為担当官〔官職氏名〕（以下「甲」という。）は、〔相手方商号・名称、代表者役職・氏名〕（以下「乙」という。）と平成　　年度　　　　　　　　　　　　委託業務（以下「委託業務」という。）について、次の条項により契約を締結する。
　（契約の目的）
第１条  乙は、別添の仕様書に基づき委託業務を行うものとする。
　（委託費の金額）
第２条　甲は、乙に金　　　　　　　円（うち消費税及び地方消費税の額　　　　円）を超えない範囲内で委託業務に要する費用（以下「委託費」という。）を支払うものとし、うち間接経費は金　　　　　　円（うち消費税及び地方消費税の額　　　　円）を超えないものとする。
２　前項の消費税及び地方消費税の額は、消費税法（昭和６３年法律第１０８号）第２８条第１項及び第２９条並びに地方税法（昭和２５年法律第２２６号）第７２条の８２及び第７２条の８３の規定に基づき、契約金額に１０８分の８を乗じて得た額である。
　（履行期限及び納入場所）
第３条　履行期限及び納入場所は次のとおりとする。
履行期限　平成　　年　　月　　日
納入場所
　（契約保証金）
第４条　甲は、この契約の保証金を免除するものとする。
  （再委託等の禁止）
第５条　乙は、業務の全部若しくはその主たる部分の処理を他人に委託し、又は請け負わせてはならない。但し、書面により甲の承認を得たときはこの限りではない。
  （監督）
第６条　乙は、甲の指示監督により業務を行うものとする。
２　業務の遂行にあたって疑義又は不明の点が生じたときは、甲の指示に従うものとする。
  （報告書の提出）
第７条　乙は、この委託業務が完了したときは、環境省委託契約事務取扱要領（平成１３年環境省訓令第２７号。以下「要領」という。）による委託業務完了報告書（以下「報告書」という。）を作成し、第３条に定める履行期限までに甲に提出しなければならない。
２　乙は、第３条に定める履行期限の経過後３０日以内又は委託業務実施年度の翌年度の４月１０日のいずれか早い日までに、委託業務の成果を記載し、委託費の支出内容を明らかにした委託業務精算報告書を要領により作成して、甲に提出しなければならない。
　（検査）
第８条　甲は、前条第１項の報告書を受理したときは、受理した日から起算して１０日以内又は委託業務実施年度の３月３１日のいずれか早い日までに、完了した委託業務が契約の内容に適合したものであるかどうかを検査し、委託業務の完了を確認しなければならない。
　（委託費の額の確定）
第９条　甲は、前条の規定に基づく検査の結果、乙の実施した委託業務の内容が契約に適合すると認めたときは、第７条第２項の報告書に基づき委託費の額を確定し、乙に通知する。
２　前項の委託費の確定額は、委託業務に要した経費の支出済額と第２条第１項に規定する委託費の金額のいずれか低い額とする。
　（委託費の支払い）
第１０条　乙は、前条第１項の規定による通知を受けた後に、委託費の支払いを請求するものとする。
２　甲は、前項の規定にかかわらず、概算払に係る環境大臣と財務大臣との協議が整った場合においては、必要があると認められる金額について、乙の請求により概算払をすることができるものとする。この場合乙は、委託業務の進捗状況及び必要経費を明らかにし、要領による概算払請求書とともに甲に提出するものとする。
３　官署支出官は、第１項又は第２項の規定による適法な請求書を受理した日から起算して３０日以内（以下「約定期間」という。）に委託費を支払わなければならない。
　（支払遅延利息）
第１１条　甲は、前条第３項の約定期間内に委託費を乙に支払わない場合は、約定期間満了の日の翌日から支払をする日までの日数に応じ、契約金額に対し、政府契約の支払遅延に対する遅延利息の率を定める告示により財務大臣が決定する率を乗じて計算した金額を遅延利息として乙に支払わなければならない。ただし、約定期間内に支払わないことが、天災地変等甲の責に帰すことのできない事由によるときは、当該事由の継続する期間は、遅延利息の算定日数に算入しないものとする。
　（過払金の返還）
第１２条　乙は、既に支払を受けた委託費が、第９条第１項の委託費の確定額を超えるときは、その超える金額について、甲の指示に従って返還しなければならない。
　（仕様書の変更）
第１３条　甲は、必要があると認めるときは、仕様書の変更内容を乙に通知して、仕様書を変更することができる。この場合において、甲は、必要があると認められるときは履行期間若しくは契約金額を変更し、又は乙に損害を及ぼしたときは必要な費用を負担しなければならない。
　（業務の中止等）
第１４条　天災地変その他やむを得ない事由により、業務の遂行が困難となったときは、乙は、甲と協議の上契約の解除又は変更を行うものとする。
２　前項の規定により契約を解除するときは、第７条から第１２条までの規定に準じ精算する。
　（不正等行為に対する措置）
第１５条　甲は、乙が競争的研究資金に係る研究活動における不正行為への対応指針（平成１８年１１月３０日環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部、総合環境政策局及び地球環境局決定）に定める不正行為又は環境省の所管する競争的研究資金における不正使用及び不正受給に係る研究費の執行停止、応募資格の制限及び研究費の返還等に関する規程（平成１７年３月２２日環境省大臣官房廃棄物・リサイクル対策部、総合環境政策局及び地球環境局決定）に定める不正使用若しくは不正受給に該当する行為（以下「不正等行為」という。）をした疑いがあると認められる場合は、乙に対して内部調査を指示することができる。
２　乙は、前項の指示を受けたときには、その内部調査の結果を書面により、甲に報告しなければならない。
３　甲は、不正等行為の有無を確認するため、前項の報告の内容を精査するに当たり、必要と認めるときは、乙に通告の上、乙の施設等に立ち入り、調査（以下「立入調査」という。）をすることができる。
４　甲は、第２項による報告が著しく遅滞している場合など、特に必要があると認めるときは、前三項の規定にかかわらず、内部調査を経ずに立入調査をすることができる。
５　甲は、乙の不正等行為の事実が確認できたときは、既に支払った委託費の全部又は一部の返還を、乙に請求することができる。
６　甲は、乙の不正等行為の事実が確認できたときは、氏名及び当該事実の内容を公表することができる。
７　甲は、前各項のほか、契約の適正化を図るための必要な措置を講じることができる。
　（契約の解除）
第１６条　甲は、次の各号の一に該当するときは、催告することなくこの契約の全部又は一部を解除することができる。
一　乙の責に帰する事由により、乙がこの契約の全部又は一部を履行する見込みがないと認められるとき。
二　乙が第５条、第２５条又は第３０条の規定に違反したとき。
三　乙が前条に規定する不正等行為をした事実が確認できたとき。
四　乙又はその使用人が甲の行う監督及び検査に際し不正な行為を行い、又は監督官等の職務の執行を妨げたとき。
五　履行期限内に業務結果の提出がなかったとき。
２　甲は、乙が次の各号の一に該当すると認められるときは、催告することなくこの契約を解除することができる。
一　法人等（個人、法人又は団体をいう。）の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員又は支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）の代表者、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与している者をいう。）が、暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき
二  役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的、又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
三　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
四　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき
五　役員等が、暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき
３　甲は、乙が自ら又は第三者を利用して次の各号の一に該当する行為をした場合は、催告することなくこの契約を解除することができる。
一　暴力的な要求行為
二　法的な責任を超えた不当な要求行為
三　取引に関して脅迫的な言動をし、又は暴力を用いる行為
四　偽計又は威力を用いて甲等の業務を妨害する行為
五　その他前各号に準ずる行為
４　甲は、前三項の規定によりこの契約の全部又は一部を解除した場合は、既に支払った委託費の全部又は一部の返還を、期限を定めて乙に請求することができる。
　（再受任者等に関する契約解除）
第１７条　乙は、契約後に再受任者等（再受任者及び共同事業実施協力者並びに乙、共同事業実施協力者又は再受任者が当該契約に関して個別に契約する場合の当該契約の相手方をいう。以下同じ。）が第１６条第２項及び第３項の一に該当する者（以下「解除対象者」という。）であることが判明したときは、直ちに当該再受任者等との契約を解除し、又は再受任者等に対し契約を解除させるようにしなければならない。
２　甲は、乙が再受任者等が解除対象者であることを知りながら契約し、若しくは再受任者等の契約を承認したとき、又は正当な理由がないのに前項の規定に反して当該再受任者等との契約を解除せず、若しくは再受任者等に対し契約を解除させるための措置を講じないときは、催告することなくこの契約を解除することができる。
　（違約金等）
第１８条　次に掲げる場合のいずれかに該当したときは、乙は、甲の請求に基づき、契約金額（一部を解除した場合においては解除した金額）の１００分の１０に相当する金額を違約金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。
一　甲が第１６条又は前条第２項の規定により契約の全部又は一部を解除したとき。
二　この契約に関し、乙が私的独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律（昭和２２年法律第５４号。以下「独占禁止法」という。）第３条の規定に違反し、又は乙が構成事業者である事業者団体が独占禁止法第８条第１号の規定に違反したことにより、公正取引委員会が乙に対し、独占禁止法第７条の２第１項（独占禁止法第８条の３において準用する場合を含む。）の規定に基づく課徴金の納付命令（以下「納付命令」という。）を行い、当該納付命令が確定したとき（確定した当該納付命令が独占禁止法第５１条第２項の規定により取り消された場合を含む。）。
三　納付命令又は独占禁止法第７条若しくは第８条の２の規定に基づく排除措置命令（これらの命令が受注者又は受注者が構成事業者である事業者団体（以下「乙等」という。）に対して行われたときは、乙等に対する命令で確定したものをいい、乙等に 対して行われていないときは、各名宛人に対する命令全てが確定した場合における当該命令をいう。次号において「納付命令又は排除措置命令」という。）において、この契約に関し、独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為の実行としての事業活動があったとされたとき。
四　納付命令又は排除措置命令により、乙等に独占禁止法第３条又は第８条第１号の規定に違反する行為があったとされた期間及び当該違反する行為の対象となった取引分野が示された場合において、この契約が、当該期間（これらの命令に係る事件について、公正取引委員会が乙に対し納付命令を行い、これが確定したときは、当該納付命令における課徴金の計算の基礎である当該違反する行為の実行期間を除く。）に入札（見積書の提出を含む。）が行われたものであり、かつ、当該取引分野に該当するも のであるとき。
五　この契約に関し、乙（法人にあっては、その役員又は使用人を含む。）の刑法（明治４０年法律第４５号）第９６条の６又は独占禁止法第８９条第１項若しくは第９５条第１項第１号に規定する刑が確定したとき。
２　前項に該当する場合を除き、乙は、第１５条第５項の規定により既に支払った委託費の全部又は一部の返還を請求された場合は、返還金額の１００分の５に相当する金額を違約金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。
３　甲は、前二項のほか、乙がこの契約に違反したことが確認されたときは、契約金額の１００分の１０に相当する金額を上限とした違約金を、乙に請求することができる。
４　前各項の規定は、甲に生じた実際の損害の額が違約金の額を超える場合において、甲がその超える分の損害を、損害金として請求することを妨げない。
　（損害賠償）
第１９条　甲は、第１６条第２項、第３項又は第１７条第２項の規定によりこの契約を解除した場合は、これにより乙に生じた損害について、何ら賠償ないし補償することは要しない。
２　乙は、甲が第１６条第２項、第３項又は第１７条第２項の規定によりこの契約を解除した場合において、甲に損害が生じたときは、その損害を賠償するものとする。
３　乙は、甲が前項の規定により損害の賠償を請求した場合は、損害金として甲の指定する期間内に支払わなければならない。
　（延滞金）
第２０条　乙は、第１５条第５項の規定による委託費の返還、第１８条の規定による違約金等の支払い、又は前条第３項の規定による損害金の支払いを甲の指定する期間内に行わないときは、当該期間を経過した日から支払いをする日までの日数に応じ、年５パーセントの割合で計算した額の延滞金を甲に支払わなければならない。
　（表明確約）
第２１条　乙は、第１６条第２項及び第３項のいずれにも該当しないことを表明し、かつ、将来にわたっても該当しないことを確約する。
２　乙は、解除対象者を再受任者等としないことを確約する。
　（不当介入に関する通報・報告）
第２２条　乙は、自ら又は再受任者等が、暴力団、暴力団員、社会運動・政治運動標ぼうゴロ等の反社会的勢力から不当要求又は業務妨害等の不当介入（以下「不当介入」という。）を受けた場合は、これを拒否し、又は再受任者等をして、これを拒否させるとともに、速やかに不当介入の事実を甲に報告するとともに、警察への通報及び捜査上必要な協力を行うものとする。
　（かし担保）
第２３条　甲は、仕様書による成果物を受理した後１年以内に隠れたかしを発見したときは、直ちに期限を指定して当該かしを修補させることができるものとする。
　（著作権等の継承）
第２４条　乙が委託業務の実施により取得した著作権等の無体財産権は、委託業務の終了とともに甲が継承するものとする。
　（秘密の保全）
第２５条　乙は、この契約の履行に際し知得した相手方の秘密を第三者に漏らし又は利用してはならない。
２　乙は、あらかじめ書面による甲の承認を得た場合のほかは、委託業務の結果について発表又は出版等結果の公表を行ってはならない。
　（再委託等契約内容の制限）
第２６条　乙は、第５条の規定により再委託を承認された場合に乙が行う委託契約中に前二条と同様の規定を定めなければならない。
　（帳簿等）
第２７条　乙は、委託費について帳簿を備え、これに収入支出の額を記載し、その出納を明らかにしておかなければならない。
２　乙は、前項の帳簿及びその支出内容を証する証拠書類を、委託業務の精算が完了した日又は中止（廃止）の承認を受けた日の属する年度の翌年度の４月１日から起算して５年間保存しなければならない。
　（委託業務の調査）
第２８条　甲は、必要があると認めたときは、職員に命じて、委託業務の実施状況、委託費の使途その他必要な事項について、乙から報告を求め、又は実地に調査できるものとする。
　（財産の管理）
第２９条　乙は、委託費により財産を取得した場合は、第７条第１項の規定による報告書を提出するまで又は甲が提出を求めたときに甲に届け出なければならない。
２　乙は、委託費により取得した財産を、善良なる管理者の注意をもって管理しなければならない。
３　この委託業務を実施するに当たって委託費により取得した財産（以下「取得財産」という。）の所有権（取得財産に係るその他の権利を設定した場合は、これらの権利を含む。以下同じ。）については、委託業務が完了（乙が、複数年度にわたり実施することを前提としている場合には、最終年度に当たる委託業務が完了するときとする。以下同じ。）又はこの契約を解除するまでの間、乙にこれを帰属させるものとする。
４　乙は、第１項の財産のうち甲が指定するものについて、委託業務を完了し若しくはこの契約を解除し又は甲が返還を求めたときは、甲の指示に従い、これを甲に返還しなければならない。この場合において、所有権は乙から甲に移転するものとする。
　（財産管理に係る費用の負担等）
第３０条　乙は、委託業務の完了の時期までの間、取得財産の維持、保管等に係る費用を負担するとともに、当該財産に起因する事故によって当該財産を所有する乙以外の第三者が損害を受けた場合には、その責任を負わなければならない。
　（債権譲渡の禁止）
第３１条　乙は、この契約によって生じる権利又は義務の全部若しくは一部を甲の承認を得た場合を除き第三者に譲渡し、又は承継させてはならない。
　（紛争又は疑義の解決方法）
第３２条　この契約について、甲乙間に紛争又は疑義を生じた場合には、必要に応じて甲乙協議して解決するものとする。
　本契約の証として本書２通を作成し、当事者記名押印のうえ、各自１通を保有する。
　　　平成　　年　　月　　日
　　　　　甲　　住　所
　　　　　　　　氏　名　　支出負担行為担当官
　　　　　　　　　　　　　　官　　職　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　印
　　　　　乙　　住　所
　　　　　　　　氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　印
【留意事項】
　以下に該当する場合においては、委託契約書の条項について変更等を行うこと。
①免税事業者との契約の場合
　第２条は次のとおりとする。
　（委託費の金額）
第２条　甲は、乙に金　　　　　　　円（消費税及び地方消費税相当分を含む。）を超えない範囲内で委託業務に要する費用（以下「委託費」という。）を支払う。
②契約保証金の納付を必要とする契約の場合
　第４条は次のとおりとする。
　（契約保証金）
第４条　乙は、この契約の締結後、契約保証金として甲の指示により第２条第１項に規定する契約金額の１０分の１に相当する金額を国庫に納付しなければならない。
２　前項の契約保証金の納付は、乙が会計法（昭和２２年法律第３５号）第２９条の９第１項ただし書きの規定に基づき予算決算及び会計令（昭和２２年勅令第１６５号）第１００条の３第１号又は第２号に規定する契約を結んだときはこれを免除する。
３　甲は、契約保証金を第９条に規定する委託費の額の確定後、乙の請求により返還するものとする。ただし、この規定にかかわらず、第１４条第１項、第１６条又は第１７条第２項の規定により契約を解除したときは、この限りでない。
③平成２７年４月以降の公募で新たに採択した事業に係る契約の場合
　第７条は次のとおりとする。
  （報告書の提出）
第７条　乙は、この委託業務が完了したときは、環境省委託契約事務取扱要領（平成１３年環境省訓令第２７号。以下「要領」という。）による委託業務完了報告書（以下「報告書」という。）を作成し、当該業務の業務実績を追記して第３条に定める履行期限までに甲に提出しなければならない。
２　乙は、第３条に定める履行期限の経過後６１日以内又は委託業務実施年度の翌年度の４月１０日（第１０条第２項及び第３項の規定により、委託費の全部について概算払を受けた場合は、５月３１日）のいずれか早い日までに、委託業務の成果を記載し、委託費の支出内容を明らかにした委託業務精算報告書を要領により作成して、甲に提出しなければならない。
④概算払いのできない経費に係る契約の場合
　第１０条第２項を削り、同条第３項中「第１項又は第２項」を「前項」に改め、第３項を第２項とする。
⑤産業技術力強化法第１９条第１項の規定に基づき、特許権等の無体財産権を譲り受けない場合
　第２４条（著作権等の継承）を次のとおりとし、第２４条（特許権等の帰属）の次に第２５条（納入物の利用）を追加し、第２５条（秘密の保全）の第２項を削除し、第２６条（秘密の保全）とする。
　また、第２６条（再委託等契約内容の制限）中「前二条」を「前三条」に改め、第２７条（再委託等契約内容の制限）とし、以下１条ずつ繰り下げる。
　（特許権等の帰属）
第２４条　甲は、契約締結日に乙が次の各号のいずれの規定も遵守することを書面で甲に届け出た場合、当該委託に係る産業技術力強化法（平成１２年法律第４４号）第１９条第１項で定める権利（以下「特許権等」という。）を乙から譲り受けないものとする。
一　乙は、当該委託に係る技術に関する研究及び開発の成果で特許権等が得られた場合には、遅滞なく、その旨を甲に報告する。
二　乙は、甲が公共の利益のために特に必要があるとしてその理由を明らかにして求める場合には、無償で当該特許権等を利用する権利を甲に許諾する。
三　乙は、当該特許権等を相当期間活用していないと認められ、かつ、当該特許権等を相当期間活用しないことについて正当な理由が認められない場合において、甲が当該特許権等の活用を促進するために特に必要があるとしてその理由を明らかにして求めるときは、当該特許権等を利用する権利を第三者に許諾する。
四　乙は、甲以外の第三者に当該特許権等の移転又は当該特許権等についての専用実施権（仮専用実施権を含む。）若しくは専用利用権の設定その他日本国内において排他的に実施する権利の設定若しくは移転の承諾（以下「専用実施権等の設定等 」という。）をするときは、合併又は分割により移転する場合及び次のイからハまでに規定する場合を除き、あらかじめ甲の承認を受ける。
　　イ　子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいう。）又は親会社（同条第４　　　号に規定する親会社という。）に当該特許権等の移転又は専用実施権等の設定等を　　　する場合
　　ロ　承認ＴＬＯ（大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進　　　に関する法律（平成１０年法律第５２号）第４条第１項の承認を受けた者（同法第　　　５条第１項の変更の承認を受けた者を含む。））又は認定ＴＬＯ（同法第１２条第１　　　項又は同法第１３条第１項の認定を受けた者）に当該特許権等の移転又は専用実　　　　施権等の設定等をする場合
　　ハ　技術研究組合が組合員に当該特許権等の移転又は専用実施権等の設定等をする場　　　合
２　甲は、乙が前項で規定する書面を提出しない場合、乙から当該特許権等を譲り受けるものとする。
３　乙は第１項の書面を提出したにもかかわらず第１項各号の規定のいずれかを満たしておらず、さらに満たしていないことについて正当は理由がないと甲が認める場合、当該特許権等を無償で甲に譲り渡さなければならない。
４　その他、特許権等に係る報告、管理等については、甲、乙協議の上、別途定めるものとする。
　（納入物の利用）
第２５条　前条第１項の規定にかかわらず、乙は、特許権等について、甲による納入物の利用に必要な範囲で、追加の費用負担することなく、甲及び甲が指定する第三者が実施する権利を甲に許諾するものとする。
２　乙は、前項の規定に基づく甲及び甲の指定する第三者による実施について、著作者人格権を行使しないものとする。ただし、特許権等に乙又は第三者が従前より権利を有する著作物が含まれる場合において別段の定めがあるときには、甲は、かかる定めに従いこれを利用できるものとする。
３　乙は、委託業務の成果によって生じた著作物及びその二次的著作物の公表に際し、委託業務の成果である旨を明示するものとする。
⑥コンテンツの創造、保護及び活用の促進に関する法律第２５条第１項の規定に基づき、コンテンツに係る知的財産権を譲り受けない場合
　第２４条は次のとおりとする。
　（知的財産権の帰属）
第２４条　甲は、契約締結日に乙が次の各号のいずれの規定も遵守することを書面で甲に届け出た場合、コンテンツの創造、保護及び活用の促進に関する法律（平成１６年法律第８１号）第２５条第１項の規定に基づき、当該委託において制作したコンテンツに係る知的財産権を乙から譲り受けないものとする。
一　乙は、当該委託に係るコンテンツに係る知的財産権については、遅滞なく、その旨を甲に報告する。
二　乙は、甲が公共の利益のために特に必要があるとしてその理由を明らかにして求める場合には、無償で当該コンテンツを利用する権利を甲に許諾する。
三　乙は、当該コンテンツを相当期間活用していないと認められ、かつ、当該コンテンツを相当期間活用しないことについて正当な理由が認められない場合において、甲が当該コンテンツの活用を促進するために特に必要があるとしてその理由を明らかにして求めるときは、当該コンテンツを利用する権利を第三者に許諾する。
　四　乙は、甲以外の第三者に当該特許権等の移転又は当該特許権等についての専用実施権（仮専用実施権を含む。）若しくは専用利用権の設定その他日本国内において排他的に実施する権利の設定若しくは移転の承諾（以下「専用実施権等の設定等 」という。）をするときは、合併又は分割により移転する場合及び次のイからハまでに規定する場合を除き、あらかじめ甲の承認を受ける。
　　イ　子会社（会社法第２条第３号に規定する子会社をいう。）又は親会社（同条第４　　　号に規定する親会社という。）に当該特許権等の移転又は専用実施権等の設定等を　　　する場合
ロ　承認ＴＬＯ（大学等における技術に関する研究成果の民間事業者への移転の促進に関する法律（平成１０年法律第５２号）第４条第１項の承認を受けた者（同法第５条第１項の変更の承認を受けた者を含む。））又は認定ＴＬＯ（同法第１２条第１項又は同法第１３条第１項の認定を受けた者）に当該特許権等の移転又は専用実施権等の設定等をする場合
　　ハ　技術研究組合が組合員に当該特許権等の移転又は専用実施権等の設定等をする場　　　合
２　甲は、乙が前項で規定する書面を提出しない場合、乙から当該知的財産権を譲り受けるものとする。
３　乙は第１項の書面を提出したにもかかわらず第１項各号の規定のいずれかを満たしておらず、さらに満たしていないことについて正当は理由がないと甲が認める場合、当該知的財産権を無償で甲に譲り渡さなければならない。
４  その他、コンテンツに係る知的財産権に係る報告、管理等については、甲、乙協議の上、別途定めるものとする。
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